
上記の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置
事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

2023年５月31日
株　主　各　位

第７7回定時株主総会招集ご通知に際しての

電子提供措置事項

１　事業報告

「主要な事業内容」「主要な営業所」「従業員の状況」「主要な借入先」

「責任限定契約の内容の概要」「役員等賠償責任保険契約の内容の概要」

「会計監査人の状況」「業務の適正を確保するための体制」

「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」

２　連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」

３　計算書類

「貸借対照表」「損益計算書」「株主資本等変動計算書」「個別注記表」



１．事業報告
(１) 主要な事業内容

　当社グループは、当社、子会社２社及び金岡単身寮ＰＦＩ株式会社他１社で構成され、建設事
業を主な事業としております。

（建設事業）　当社、連結子会社である大末テクノサービス株式会社及び関連会社である金岡単身
寮ＰＦＩ株式会社は、建設事業を営んでおります。

（そ の 他）　当社及び連結子会社である大末テクノサービス株式会社は、不動産事業を営んでお
ります。また、大末テクノサービス株式会社は、保険の代理業、労働者派遣業、警
備業を営んでおります。連結子会社であるやすらぎ株式会社は、訪問看護事業を営
んでおります。

本 社 ・ 大 阪 本 店 大阪市中央区久太郎町二丁目５番28号
東 京 本 店 （東京都江東区） 中 四 国 支 店 （ 高 松 市 ）
東 北 支 店 （仙台市青葉区） 九 州 支 店 （福岡市博多区）
名 古 屋 支 店 （名古屋市北区）

大 末 テ ク ノ サ ー ビ ス 株 式 会 社 （大阪市中央区）
や す ら ぎ 株 式 会 社 （東京都江東区）

(２) 主要な営業所
１) 当社の主要な営業所

２) 子会社の主要な営業所

区　　分 従　業　員　数（人） 前連結会計年度末比増減

建設事業 530 （46）　 ＋24 （0）　
そ の 他 35 （195）　 △9 （△14）　

全　　社 66 （2）　 △3 （0）　
合　　計 631 （243）　 ＋12 （△14）　

(３) 従業員の状況

(注) 従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

借　　　　　入　　　　　先 借　　入　　金　　残　　高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100百万円

株 式 会 社 静 岡 中 央 銀 行 35

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 30

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 18

株 式 会 社 三 十 三 銀 行 18

(４) 主要な借入先
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(５) 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び監査等委員である各取締役は、期待される役割を十分に発揮することがで
きるよう、定款に基づき、各社外取締役及び監査等委員である各取締役が任務を怠ったことによっ
て、当社に損害賠償責任を負う場合において善意でかつ重大な過失がないときは、当社への損害賠償
責任を法令に定める一定の範囲に限定する契約を締結しております。

(６) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間において、当社および子会社の取締役、監査役、執行役員を被保険者とし
て、被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る法律上の損害賠償金および
争訟費用等による損害を填補することを目的とする保険契約を締結しております。保険料について
は、当社が全額負担しております。
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区　　　　　　　　　　　　　　　分 報　酬　額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 30百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30

(７) 会計監査人の状況
１) 名　称　太陽有限責任監査法人

２) 報酬等の額

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できないため、上記金額は合計額で記載いたしております。

３) 監査等委員会が会計監査人の報酬等について同意をした理由
　監査等委員会は会計監査人の報酬等について、日本監査役協会が公表する「会計監査人との
連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況及び報酬見積りの
算出根拠などを確認のうえ適切であると判断し、同意を行っております。

４) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認めら
れ、直ちに解任すべきと判断した場合には、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任い
たします。その場合監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会
において、解任の旨及びその理由を報告いたします。上記のほか会計監査人が職務を適切に遂
行することが困難であると認められる場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査
人の変更が妥当であると判断される場合には、監査等委員会は、会計監査人の選任及び解任並
びに会計監査人を再任しないことに関する議案の内容を決定し、当社取締役会は監査等委員会
の決定に基づき、株主総会に議案を提出いたします。
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(８) 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正
を確保するための体制についての決定内容は、次のとおりであります。

１) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、取締役及び執行役員が企業活動の基本的な考え方を表した「大末建設グループ行動
規範」を率先して垂範すると共に、当社グループの取締役及び使用人に繰り返し伝えることに
より企業倫理の浸透に努め、コンプライアンスが企業活動の前提である事を徹底しておりま
す。
　また、企業倫理・コンプライアンスの一層の強化を図るため、コンプライアンス委員会を開
催し、違反行為の原因分析と再発防止策について取締役会及び監査等委員会に報告を行ってお
ります。通常の報告ルートとは異なる内部通報制度（コンプライアンス・ホットライン）を社
内と社外に設け、通報者に不利益な扱いはしない事を定めるとともに、不正行為の早期発見と
是正に努めております。
　定期的に内部監査部門による監査を実施し、関連法規及び社内規則の遵守の徹底とリスク思
考に基づく内部統制の検証を図ることとしております。

２) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報は、社内規程に定めるところにより、文書又は電磁的媒体に
記録し、適切に保存及び管理することとしております。取締役はそれらの情報を閲覧できるも
のとしております。

３) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、「リスク管理基本規程」を制定しております。本規程は、当社及び関係会社のリス
クを予防し、またリスクが発生した場合には、迅速かつ的確に対応することにより被害を最小
限にくい止め、再発を防止し、当社グループの企業価値を保全することを目的としておりま
す。本規程に基づき、内部統制管理担当役員を委員長とするリスク管理委員会を開催するほ
か、重大なリスクが発生する場合には適宜開催し、その対策等については取締役会に報告をす
ることとしております。各部門別にリスク管理責任者を置いて、リスク管理を適切に行い、リ
スク発生の回避に努め、損失を最小限にくい止めるための対策を講じております。
　当社は、「危機管理マニュアル」を制定し、リスク管理委員会が、安全確保及び事業継続面
において、非常事態が避けられないと判断した場合は、代表取締役社長を対策本部長とする危
機管理対策本部を設置し、損失拡大の防止と企業価値の保全に努めるものとしております。ま
た、ＢＣＰ（事業継続計画）を策定しております。

４) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離する執行役員制度を導入し、権限
と責任を明確にしております。取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、
取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜開催しております。
　さらに、経営に関する重要事項については、必要に応じて経営会議または取締役会で執行決
定を行うものとし、決定された業務の執行状況は、担当する取締役又は執行役員が取締役会な
どにおいて、適宜報告しております。
　また、代表取締役社長、社外取締役で構成する任意の「報酬諮問委員会」「指名諮問委員
会」を設置し、役員の報酬、指名については、各委員会の答申に基づき、取締役会で決議する
体制としております。
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５) 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
⒜　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、「関係会社管理規程」に従い、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報
について定期的な報告を義務付けております。

⒝　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、「リスク管理基本規程」及び「関係会社管理規程」を制定し、経営企画部を子会
社の管理部門として定期的に指導、管理を行うとともに、リスク管理委員会を設置し、当社
グループ全体のリスクマネジメント推進に係わる課題・対応策を審議しております。

⒞　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、当社グループ各社が社内規則において明確化された職務分掌及び権限に基づいて
業務運営を行う体制とし、業務の専門化・高度化を図っております。また、この体制の中
で、重要度に応じて職務権限を委任できることとし意思決定の迅速化を図っております。

⒟　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
　当社は、「大末建設グループ行動規範」を作成し、当社グループの全ての取締役及び使用
人に周知徹底しております。定期的にコンプライアンス通信を発行し、取締役及び使用人の
コンプライアンス意識の啓蒙を図っており、社内と社外にコンプライアンス・ホットライン
を設け、不正行為の早期発見と是正に努めております。

６) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）から
の独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

⒜　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び使用人の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）からの独立性に関する事項
　監査等委員会の職務を補助する使用人は内部監査部門に所属する使用人とし、監査等委員
会は、必要に応じて同部門に所属する使用人に対して監査業務に必要な事項を命令すること
ができるものとします。
　また、監査等委員会から監査業務に必要な命令を受けて監査業務を行う使用人は、その命
令の範囲に属する業務に関して取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受
けないものとし、当該使用人の人事異動、人事考課については監査等委員会の意見を聴取
し、尊重するものとします。

⒝　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　当社は、監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関し、監査等委員会の職務を補助する
事項に対して監査等委員会の指示命令に従うこととしております。

７) 監査等委員会への報告に関する体制
⒜　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体

制
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会に対して、法定
の事項に加え全社的に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の結果と改善状況、内部通報制度
を利用した通報の状況及びその内容、その他監査等委員会がその職務遂行上報告を受ける必
要があると判断した事項について、速やかに報告、情報提供を行うものとします。

⒝　子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委
員会に報告をするための体制
　子会社の取締役及び使用人は、当社監査等委員会から業務執行に関する事項について報告
を求められたときは、速やかに適切な報告を行います。
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⒞　監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこ
とを確保するための体制
　当社は、当社の監査等委員会への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告を行っ
たことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役及び
使用人に周知徹底します。

⒟　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２第４項
に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委
員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を負担す
るものとします。

８) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員は、必要に応じて、重要な会議に出席することができ、また意見を述べることが
できるものとしております。さらに、監査等委員会は職務の遂行に必要と判断したときは、前
項に定めのない事項においても取締役及び使用人並びに会計監査人に対して報告を求めること
ができる体制にしております。

９) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社及び当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、経理規程類を整備するととも
に、財務報告において不正や誤謬が発生するリスクを管理し、予防及び必要な内部統制システ
ムを整備・運用・評価する体制を構築するとともに、不備があれば必要な是正を行います。

10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社グループは、「大末建設グループ行動規範」において反社会的行為への関与を禁止し、
社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対し一切関与しないことを基本方針
としております。反社会的勢力及び団体との関係を根絶するため、不当要求対応のための社内
研修を実施するとともに、「暴力団等反社会的勢力排除規程」及び「暴力団等反社会的勢力に
対する対応マニュアル」を制定し、総務部を対応統括部署として不当要求防止責任者を選任
し、不当要求を受けた場合の通報連絡体制を整備するとともに、平素から外部の専門家や専門
機関との緊密な連携関係を構築します。
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(９) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
１) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　企業活動の理念・基本的な考え方を表した「経営理念」を朝礼等で繰り返し読み上げ、社内
へ浸透させる活動を行っています。また、コンプライアンスの強化を目的に、コンプライアン
ス委員会・コンプライアンスリーダー会を中心に、コンプライアンス便りの配信、各部による
コンプライアンスディスカッションの開催、人事研修での指導を実施しています。

２) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報の取扱いについて社内規程に定め、文書又は電磁的媒体にて
閲覧できる体制としています。イントラネットを活用し、取締役会の資料と議事録は閲覧でき
るようにしています。

３) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「リスク管理基本規程」に準じ、定期又は臨時でリスク管理委員会を開催し、リスクの低
減、損失の最小化を図っています。ＢＣＰ（事業継続計画）を更新し、監督官庁からの認定を
受けています。また、年１回のＢＣＰ机上訓練に加え、年４回の社員の安否確認訓練、年１回
の避難訓練も定期的に行っています。

４) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務の執行を効率的に行うため、取締役会、経営会議を開催し、協議、報告を行っ
ています。
　また、代表取締役社長、社外取締役で構成する任意の「報酬諮問委員会」「指名諮問委員
会」を設置し、役員の報酬、指名については、各委員会の答申に基づき、取締役会で決議する
体制としています。

５) 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　「関係会社管理規程」に従い、経営企画部から四半期ごとに関係会社の状況を経営会議へ報
告する他、関係会社への定期的なヒアリングを通じた指導、管理を行い、当社グループのリス
クマネジメントを推進しています。

６) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）から
の独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査部から、監査等委員会を補助すべき使用人を２名配属しています。監査等委員会の監査
業務の実効性を高めるための体制を敷いており、補助すべき使用人の人事異動、人事考課は監
査等委員会の意見を聴取し、尊重するよう、就業規則に定めています。

７) 監査等委員会への報告に関する体制
　監査部による内部監査結果について、その都度監査等委員会に報告しています。また、従業
員等から監査等委員会へ報告することによって、不利な扱いを受けないよう就業規則に定めて
います。

８) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員が社内の重要な会議に出席できるよう、各事務局より適宜会議の案内通知を行っ
ています。また、その他の重要書類についても監査等委員会へ回付するなど、監査等委員会の
監査が実効的に行われる体制を整えています。
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９) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　監査法人の四半期ごとのレビュー及び監査結果を各本支店にフィードバックし、財務報告に
おいて不正や誤謬が発生しないための体制を構築しています。財務報告の重要な事項に虚偽記
載が発生するリスクに直接繋がるものはなく、評価基準日時点において、財務報告に係る内部
統制は「有効」であると評価しています。

10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　反社会的行為への関与を禁止し、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に
対して一切関与しないことを基本方針とした内容を「大末建設グループ行動規範」に定めてい
ます。また、新規取引先には反社会的勢力の確認を義務付ける等、反社会的勢力を排除する取
組みを行っています。
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連結株主資本等変動計算書
連結株主資本等変動計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで） (単位　百万円)

株 主 資 本 その他の包括利益累計額

純資産
合 計資本金 資 本

剰余金
利 益
剰余金

自　己
株　式

株主資本
合 計

その他
有価証
券評価
差額金

退職給付
に 係 る
調 整
累 計 額

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 4,324 4 15,995 △108 20,215 464 △51 413 20,629
連結会計年度中の
変 動 額
剰余金の配当 △733 △733 △733
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 1,321 1,321 1,321

自己株式の取得 △102 △102 △102
自己株式の処分 30 67 98 98
株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

318 6 324 324

連結会計年度中の
変 動 額 合 計 － 30 587 △35 582 318 6 324 906

当 期 末 残 高 4,324 35 16,582 △143 20,798 782 △45 737 21,536

２．連結計算書類

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１－１．連結の範囲に関する事項

連結子会社数　　２社
連結子会社名
大末テクノサービス㈱
やすらぎ㈱

１－２．持分法の適用に関する事項
持分法非適用の非連結子会社名及び関連会社名
非連結子会社名
　該当事項はありません。
関連会社名
金岡単身寮ＰＦＩ㈱　他１社
　上記の持分法非適用の関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等から見て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影
響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外し
ております。

１－３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、すべて連結計算書類提出会社と同じであります。

１－４．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産
　未成工事支出金は、個別法による原価法、販売用不動産及び開発事業支出金は、
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）を採用しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によ
っております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物 ３年～50年
機械、運搬具及び工具器具備品 ２年～20年
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②無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づいております。

③リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

②完成工事補償引当金
　引渡しの終了した工事に対する瑕疵担保及びアフターサービス費に充てるため、
瑕疵担保実績率に基づく金額及び特定の物件については補修費用の個別見積額を計
上しております。

③賞与引当金
　従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負
担額を計上しております。

④工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において見込まれる
未引渡工事の損失発生見込額を計上しております。

⑤株式給付引当金
　取締役及び執行役員への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、発生の翌連結会計年度から、平均残存勤務期間以
内の一定の年数である10年で定額法により費用処理しております。

（５）重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業は、建設事
業であり、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係
る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することとし
ております。また、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものでない場合には、
一時点で充足される履行義務として、資産に対する支配を顧客に移転することにより
当該履行義務が充足される時に、収益を認識することとしております。
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　なお、履行義務の充足に係る進捗度は、工事原価総額に対する発生原価の割合（イ
ンプット法）で算出しており、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識す
る方法による完成工事高は、69,689百万円であります。

（６）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用しております。

（重要な会計上の見積り）
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であ
って、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次
のとおりであります。
１　履行義務を充足した時点で収益を認識する方法による収益認識
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　69,689百万円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進
捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することとし
ております。また、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものでない場合に
は、一時点で充足される履行義務として、資産に対する支配を顧客に移転するこ
とにより当該履行義務が充足される時に、収益を認識することとしております。
一定の期間にわたり履行義務を充足した時点で収益を認識する方法の対象工事に
ついては将来の発生原価を合理的に見積っておりますが、工事の着手後に判明す
る事実や顧客からの要望による設計内容変更、工事期間延長、工事長期化に伴う
設計・見積段階と購入・施工段階の間の時間差による労務賃金・資材価格等の変
動等の外的要因によりその見積り額が変動した場合は工事損益に影響を及ぼす可
能性があります。

２　工事損失引当金
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　107百万円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　工事契約のうち、工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性が高く、か
つ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、その超過すると見込まれ
る額のうち、当該工事契約に関して既に計上された損益の額を控除した残額を、
工事損失引当金として計上しております。工事損失引当金の算定に際しては、現
在入手可能な情報に基づいた施工条件によって工事原価総額を適時かつ適切に見
積っておりますが、将来の損益は見積り金額と異なる場合があります。

（追加情報）
（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）
　当社及び連結子会社は、当連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移
行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開
示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に
従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号
の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。
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建物 463百万円
土地 807
計 1,270

短期借入金 100百万円
計 100

コミットメントライン契約の総額 7,000百万円
借入実行残高 100
差引額 6,900

普通株式 10,614,225株

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額 (円 ) 基 準 日 効力発生日

2022年５月24日
取締役会 普通株式 419 利益剰余金 40 2022年

３月31日
2022年
６月7日

2022年11月8日
取締役会 普通株式 314 利益剰余金 30 2022年

９月30日
2022年
12月１日

決 　 　 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額 (円 ) 基 準 日 効力発生日

2023年５月19日
取締役会 普通株式 356 利益剰余金 34 2023年

３月31日
2023年
６月6日

２．連結貸借対照表に関する注記
２－１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

（２）担保に係る債務

２－２．有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

２－３．保証債務
　連結会社以外の会社が顧客からの前受金について、信用保証会社から保証を受けてお
り、この前受金保証について連結会社が信用保証会社に対して保証を行っております。
作州商事㈱他１社　　　　　　　　　　　　　　　85百万円

２－４．コミットメントライン契約
　当社においては、資金調達の機動性を確保するため、株式会社三菱ＵＦＪ銀行とコミッ
トメントライン契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおり
であります。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
３－１．連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

３－２．配当に関する事項
（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 投資有価証券 1,937 1,937 －
資産計 1,937 1,937 －
(1) 長期借入金（１年内返済予定の

長期借入金を含む） 102 102 0

負債計 102 102 0

４．金融商品に関する注記
４－１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関か
らの借入により資金を調達しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形、完成工事未収入金及び電子記録債権は、顧客の信用リス
クに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループのリスク管理基本規程に
従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を
半期ごとに把握する体制としております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び投資信託等であり、市
場価格の変動リスクに晒されていますが、定期的に時価や発行体の財務状況を把握す
る体制としております。
　営業債務である工事未払金及び電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）であります。変動金利の借入金は金利の
変動リスクに晒されていますが、そのほとんどが短期借入金でありリスクは僅少であ
ります。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループで
は、月次に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動
性リスクを管理しております。

４－２．金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません。
また、「現金」は注記を省略しており、「預金」「受取手形」「完成工事未収入金」「電
子記録債権」「工事未払金」「電子記録債務」「短期借入金」は、いずれも短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位　百万円）
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種 類 連結貸借対照
表 計 上 額 取 得 原 価 差 額

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1) 株式 1,837 708 1,128
(2) その他 － － －

小計 1,837 708 1,128
連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1) 株式 － － －
(2) その他 100 100 －

小計 100 100 －
合計 1,937 808 1,128

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
非上場株式 228

１ 年 以 内 １ 年 超
５ 年 以 内

５ 年 超
10年以内 1 0 年 超

長期借入金 83 19 － －
合計 83 19 － －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資産
(1) 投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、投資信託は発行体から
提示された価格によっております。
　なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対
照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

（単位　百万円）

負債
(1) 長期借入金

　長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価
額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、
一定期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を、同様の借入において想定
される利率で割り引いて現在価値を算出しております。

２．市場価格のない株式等
（単位　百万円）

３．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
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当連結会計年度（2023年３月31日） （単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 1,837 － － 1,837
その他 － 100 － 100

資産計 1,837 100 － 1,937

当連結会計年度（2023年３月31日） （単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金（１年内返済予
定の長期借入金を含む） － 102 － 102

計 － 102 － 102

４－３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有し
ている投資信託は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認め
られないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
長期借入金
　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割
引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

－ 458 457 458

完成工事高 不動産事業等売上高 合計

一時点で移転される財 1,365 268 1,637

一定の期間にわたり移転される財 69,689 508 70,197

顧客との契約から生じる収益 71,054 777 71,831

その他の収益（注） － 3 3

外部顧客への売上高 71,054 780 71,834

期首残高 期末残高
受取手形 337 107
完成工事未収入金 7,307 6,079
契約資産 21,659 19,277

５．賃貸等不動産に関する注記
　当社では、大阪府において賃貸用マンション（土地を含む。）を保有しております。2023年
３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、△17百万円（主な賃貸収益は不動産事業
等売上高に、主な賃貸費用は不動産事業等売上原価に計上）となります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであり
ます。

（単位：百万円）

（注）１.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２.当期増減額の内容は、新規不動産取得であります。
３.当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指
標等を用いて調整を行ったものも含む。）であります。

６．収益認識に関する注記
６－１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの収益認識の時期別に分解した内容は次のとおりであります。
（単位：百万円）

（注）その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入を含んでおります。

６－２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループの主要な事業は建設事業であり、建築物を引渡す履行義務があります。収
益を認識する時点は、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充
足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することと
しております。また、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものでない場合には、一
時点で充足される履行義務として、資産に対する支配を顧客に移転することにより当該履
行義務が充足される時に、収益を認識することとしております。

６－３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

当期に認識した収益の額のうち期首現在の未成工事受入金残高に含まれていた額
1,842百万円
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割合（％）
１年以内 70
１年超 30

１株当たり純資産額 2,055円58銭
１株当たり当期純利益 126円24銭

②残存履行義務に配分した取引価格
　当期末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額は、85,781百万円であり、今後
取引価格の総額に対する収益の認識が見込まれる額の期間毎の割合は以下のとおりでありま
す。

７．１株当たり情報に関する注記

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸借対照表（2023年３月31日現在） (単位：百万円)

科　目 金　額 科　目 金　額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

完 成 工 事 未 収 入 金

契 約 資 産

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 ・ 備 品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

従業員に対する長期貸付金

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他　

38,038

9,194

107

1,936

5,801

19,085

504

1,061

145

202

6,265

1,870

1,005

△309

17

△16

356

△256

1,066

32

△26

258

237

21

4,136

2,108

486

26

761

448

305 　

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 21,679
電 子 記 録 債 務 9,663
工 事 未 払 金 8,007
短 期 借 入 金 100
１年内返済予定の長期借入金 83
リ ー ス 債 務 2
未 払 法 人 税 等 67
未 払 消 費 税 等 73
未 成 工 事 受 入 金 1,456
預 り 金 608
完 成 工 事 補 償 引 当 金 721
賞 与 引 当 金 269
工 事 損 失 引 当 金 97
そ の 他 528

固 定 負 債 1,996
長 期 借 入 金 19
リ ー ス 債 務 3
退 職 給 付 引 当 金 1,928
株 式 給 付 引 当 金 41
そ の 他 4

負 債 合 計 23,676
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 19,857
資 本 金 4,324
資 本 剰 余 金 35
そ の 他 資 本 剰 余 金 35

利 益 剰 余 金 15,641
利 益 準 備 金 256
そ の 他 利 益 剰 余 金 15,384
繰 越 利 益 剰 余 金 15,384

自 己 株 式 △143
評 価 ・ 換 算 差 額 等 770
その他有価証券評価差額金 770

純 資 産 合 計 20,627
資 産 合 計 44,304 負 債 純 資 産 合 計 44,304

３．計算書類

(注) 金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで） (単位：百万円)

科　目 金　額

売 上 高

完 成 工 事 高 69,854

不 動 産 事 業 等 売 上 高 3 69,858
売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 64,816

不 動 産 事 業 等 売 上 原 価 21 64,838
売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 5,038

不 動 産 事 業 等 総 損 失 （ △ ） △18 5,020

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,190

営 業 利 益 1,829
営 業 外 収 益

受 取 利 息 6

受 取 配 当 金 71

受 取 地 代 家 賃 27

そ の 他 10 116
営 業 外 費 用

支 払 利 息 3

支 払 手 数 料 31

そ の 他 28 62
経 常 利 益 1,882
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 8 8
税 引 前 当 期 純 利 益 1,873
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 475

法 人 税 等 調 整 額 101 577

当 期 純 利 益 1,296
(注) 金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
株主資本等変動計算書（2022年４月１日から2023年３月31日まで） (単位　百万円)

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産
合 計資本金

資 本
剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計

その他
有価証
券評価
差額金

評価・換算
差 額 等
合 計そ の 他

資本剰余金
利益準
備 金

そ の 他
利益剰余金 利益剰

余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 4,324 4 18314,89415,078 △10819,298 451 451 19,750

事業年度中の変動額

利益準備金の積立 73 △73 － － －

剰余金の配当 △733 △733 △733 △733

当期純利益 1,296 1,296 1,296 1,296

自己株式の取得 △102 △102 △102

自己株式の処分 30 67 98 98

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動額
（ 純 額 ）

318 318 318

事業年度中の
変 動 額 合 計 － 30 73 489 563 △35 558 318 318 877

当 期 末 残 高 4,324 35 25615,38415,641 △14319,857 770 770 20,627

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１－１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券
子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

（２）棚卸資産
　未成工事支出金は、個別法による原価法、販売用不動産及び開発事業支出金は、個
別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）を採用しております。

１－２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ
ております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　物 ８年～50年
構築物 15年～30年
工具器具・備品 ３年～20年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づいております。

（３）リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

１－３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。
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（２）完成工事補償引当金
　引渡しの終了した工事に対する瑕疵担保及びアフターサービス費に充てるため、瑕
疵担保実績率に基づく金額及び特定の物件については補修費用の個別見積額を計上し
ております。

（３）賞与引当金
　従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を
計上しております。

（４）工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において見込まれる未引渡
工事の損失発生見込額を計上しております。

（５）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は、以下のとおりです。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、発生の翌事業年度から、平均残存勤務期間以内の一
定の年数である10年で定額法により費用処理しております。

（６）株式給付引当金
　取締役及び執行役員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式
給付債務の見込額に基づき計上しております。

１－４．収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業は、建設事業であり、一定の
期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、
当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することとしております。また、履
行義務が一定の期間にわたり充足されるものでない場合には、一時点で充足される履行
義務として、資産に対する支配を顧客に移転することにより当該履行義務が充足される
時に、収益を認識することとしております。
　なお、履行義務の充足に係る進捗度は、工事原価総額に対する発生原価の割合（イン
プット法）で算出しており、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方
法による完成工事高は、68,911百万円であります。

１－５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用しております。
退職給付に係る会計処理
　未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類における会計処理方法と異
なっております。
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建物 463百万円
土地 807
計 1,270

短期借入金 100百万円
計 100

（重要な会計上の見積り）
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌
事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりでありま
す。
１　履行義務を充足した時点で収益を認識する方法による収益認識
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　68,911百万円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進
捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することとし
ております。また、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものでない場合に
は、一時点で充足される履行義務として、資産に対する支配を顧客に移転するこ
とにより当該履行義務が充足される時に、収益を認識することとしております。
一定の期間にわたり履行義務を充足した時点で収益を認識する方法の対象工事に
ついては将来の発生原価を合理的に見積っておりますが、工事の着手後に判明す
る事実や顧客からの要望による設計内容変更、工事期間延長、工事長期化に伴う
設計・見積段階と購入・施工段階の間の時間差による労務賃金・資材価格等の変
動等の外的要因によりその見積り額が変動した場合は工事損益に影響を及ぼす可
能性があります。

２　工事損失引当金
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　97百万円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　工事契約のうち、工事原価総額が工事収益総額を超過する可能性が高く、か
つ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、その超過すると見込まれ
る額のうち、当該工事契約に関して既に計上された損益の額を控除した残額を、
工事損失引当金として計上しております。工事損失引当金の算定に際しては、現
在入手可能な情報に基づいた施工条件によって工事原価総額を適時かつ適切に見
積っておりますが、将来の損益は見積り金額と異なる場合があります。

（追加情報）
　（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）
　当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。
これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、
「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報
告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っており
ます。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に
伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

２．貸借対照表に関する注記
２－１．担保に供している資産及び担保に係る債務

（１）担保に供している資産

（２）担保に係る債務
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短期金銭債権 2百万円
長期金銭債権 16
短期金銭債務 54

コミットメントライン契約の総額 7,000百万円
借入実行残高 100
差引額 6,900

営業取引 419百万円
営業取引以外の取引 4

普通株式 137,131株

２－２．有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

２－３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

２－４．保証債務
　下記の会社が顧客からの前受金について、信用保証会社から保証を受けており、この前
受金保証について当社が信用保証会社に対して保証を行っております。
作州商事㈱他１社　　　　　　　　　　　　　　　85百万円

２－５．コミットメントライン契約
　当社においては、資金調達の機動性を確保するため、株式会社三菱ＵＦＪ銀行とコミッ
トメントライン契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおり
であります。

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

４．株主資本等変動計算書に関する注記
事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、完成工事補償引当金、退職給付引当金、工事
損失引当金であります。
　なお、繰延税金資産の計上にあたっては評価性引当額を控除しております。
　また、繰延税金負債の発生の原因は、その他有価証券評価差額金であります。

６．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社の主要な事業は建設事業であり、建築物を引渡す履行義務があります。収益を認識する時
点は、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積
り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することとしております。また、履行義
務が一定の期間にわたり充足されるものでない場合には、一時点で充足される履行義務として、
資産に対する支配を顧客に移転することにより当該履行義務が充足される時に、収益を認識する
こととしております。
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１株当たり純資産額 1,968円82銭
１株当たり当期純利益 123円92銭

７．１株当たり情報に関する注記

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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